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特集2 令和4年度決算 令和5年9月定例会で市の一般会計の決算が認定されました。決算概要と財政状況をお知らせします。

令
和
４
年
度
の
一
般
会
計
の
決
算
額
は
、

歳
入
４
８
１
億
３
７
０
０
万
円
、歳

出
４
６
６
億
４
０
０
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
で
５
０
０
億
近
く
の

大
規
模
な
決
算
額
と
な
っ
た
令
和
３
年
度

と
比
較
す
る
と
、
比
較
的
そ
の
関
連
事
業

も
落
ち
着
い
た
こ
と
か
ら
、
歳
入
で
３
・
８

㌫
、
歳
出
で
４
・
５
㌫
の
減
少
と
な
り
ま
し

た
。
歳
入
か
ら
歳
出
を
引
い
た
形
式
収
支
は

14
億
９
７
０
０
万
円
と
な
り
、
翌
年
度
に
繰

り
越
す
べ
き
財
源
１
億
６
５
０
０
万
円
を
除

い
た
実
質
収
支
は
、
13
億
３
２
０
０
万
円
の

黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

市
の
借
金
は
減
っ
て
い
る
の
？

市
の
借
金
（
市
債
）
は
、
公
共
事
業
な

ど
の
財
源
と
し
て
国
な
ど
か
ら
借
り

る
お
金
で
す
。
市
債
発
行
の
方
法
に
は
多
く

の
メ
ニ
ュ
ー
が
あ
り
、
有
利
な
も
の
は
償
還

金
の
一
部
を
地
方
交
付
税
で
補
填
し
て
く
れ

る
も
の
も
あ
り
ま
す
。

市
で
は
、①
整
備
を
行
う
ハ
ー
ド
事
業
の
厳

選
②
有
利
な
市
債
メ
ニュ
ー
の
積
極
的
な
活
用

③
後
年
度
の
返
済
に
か
か
る
負
担
の
３
点
に
重

点
に
お
い
た
財
政
計
画
を
作
成
し
、市
債
を
発

行
し
て
い
ま
す
。こ
う
し
た
取
り
組
み
に
よ
り
、

令
和
４
年
度
の
市
債
残
高
（
企
業
債
を
含
む
）

は
令
和
３
年
度
に
比
べ
53
億
９
５
０
０
万
円
減

少
し
ま
し
た
。（
左
ペ
ー
ジ
下
グ
ラ
フ
参
照
）こ

こ
数
年
減
少
傾
向
が
続
い
て
お
り
、良
い
傾
向

で
あ
る
と
言
え
ま
す
。今
後
も
借
入
と
償
還

の
バ
ラ
ン
ス
を
調
整
し
、
年
度
間
の
負
担
均

衡
に
努
め
ま
す
。

貯
金
は
し
て
い
る
の
？

市
の
預
金
を
基
金
と
い
い
ま
す
。
財

政
調
整
基
金
（
財
源
調
整
）、
減
債

基
金
（
市
債
償
還
）、
公
共
施
設
整
備
基

金
（
ハ
ー
ド
事
業
）
の
３
基
金
を
柱
と
し
た

一
般
会
計
の
令
和
４
年
度
末
基
金
残
高
は

１
９
２
億
３
０
０
０
万
円
と
な
り
、
令
和
３

年
度
に
対
し
10
億
６
０
０
万
円
の
増
加
と
な

り
ま
し
た
。（
左
ペ
ー
ジ
下
表
参
照
）

　
基
金
は
、
将
来
お
金
が
必
要
と
な
る
時
期

に
合
わ
せ
て
計
画
的
に
用
意
し
て
い
く
必
要

が
あ
り
ま
す
。
基
金
は
財
政
計
画
に
基
づ
き

管
理
し
て
い
き
ま
す
。

市
の
財
政
は
健
全
な
の
？

市
債
の
残
高
や
基
金
の
残
高
な
ど
か
ら

市
の
借
金
が
ど
の
程
度
あ
る
か
を
計

る
指
標
を
実
質
公
債
費
比
率
・
将
来
負
担
比

率
と
い
い
ま
す
。
実
質
公
債
費
比
率
は
単
年

度
の
借
金
返
済
額
の
割
合
を
、
将
来
負
担
比

率
は
将
来
負
担
す
べ
き
借
金
の
割
合
を
示
し

て
い
ま
す
。
市
の
比
率
は
、国
が
財
政
の
健

全
化
を
促
す
早
期
健
全
化
基
準
を
下
回
っ
て

い
る
た
め
、健
全
な
財
政
運
営
で
あ
る
と
判
断

さ
れ
ま
す
。

令
和
４
年
度

決
算
公
表 令和4年度

主な新型
コロナウ

イルス感
染症対策

物価高騰
対策事業

費　国・
県の交付

金を活用
しました

。

問
財
政
課　

℡
71
・
２
０
０
５

公立認定
こども園

、穂高幼稚
園、

小中学校
給食食材

の物価高
騰分負担

	 2200
万円

低所得の
子育て世

帯への

生活支援
特別給付

金	
2億1200万

円

畜産農家
、養魚事業

者へ

飼料価格
高騰分の

支援	
2100万円

市内事業
者へ

燃料費高
騰分の支

援	
1億2500万

円

低所得世
帯への

物価高騰
支援給付

金	
6億6000万

円

飲食店等
へ

応援給付
金	

1億円

プレミア
ム付

商品券の
発行	

1億9600万
円

宿泊施設
応援券

の発行	

1億1500万
円

市民一人当たりに使ったお金は

令和5年4月1日
現在の人口歳出決算額

466億4000万円 ÷ 9万6455人

＝48万3541円でした。

令和４年度 一般会計の決算
466億4000万円

（前年度比△4.5%）
481億3700万円

（前年度比△3.8%）

歳 入 歳 出

＜譲与税等7.0％＞
34億200万円

＜分担負担・使用料・手数料1.8%＞
8億4000万円

地方交付税26.0%
125億3100万円

国庫支出金等19.5%
93億8200万円

地方税25.7%
123億7100万円

諸収入等14.6%
70億3600万円

公債費11.8%
54億9100万円 <災害復旧費1.0%>

4億5300万円
教育費9.4%
43億7800万円

＜消防費3.1%＞
14億2900万円

土木費10.2%
47億6000万円

40億3200万円

＜農林水産業費3.1%＞
14億6000万円

29億8900万円

衛生費６.4%
<労働費0.1%>
5900万円

民生費31.1%
144億9400万円

総務費14.7%
68億6400万円

<議会費0.5%>
2億3100万円

■基金の残高（一般会計分）

令和5年3月31日現在
財政調整基金	 53億6100万円
減債基金	 31億2400万円 
公共施設整備基金	 43億9300万円
その他	 63億5200万円
合 計	 192億3000万円

■市債残高の推移

用 語 解 説 （ 歳 入 ）

用 語 解 説 （ 歳 出 ）

■地方税　市民税・固定資産税など市に納められた税金
■分担負担・使用料・手数料　主に保育料・児童館使用料な

どの市の施設を利用する人から納められたお金
■国庫支出金　市が行う特定の事業に対して国から交付さ

れたお金
■譲与税　地方消費税交付金など国・県から交付されたお金
■地方交付税　市が平等に行政サービスを提供できるよう

に、一定の基準により国から市に配分されたお金
■市債　公共事業などの財源として国などから借りるお金

■総務費　総務人事・財産管理・地域振興・税務事務などに
使われたお金

■民生費　高齢者や障がい者、児童福祉などに使われたお金
■衛生費　ごみ処理や予防接種などに使われたお金
■農林水産業費　農業・林業・畜産業などに使われたお金
■土木費　道路や公園、市営住宅の整備などに使われたお金
■公債費　国などから借りた市債の返済に使ったお金

＜市債5.4％＞
25億7500万円

商工費 8.6%

一般会計 その他（企業会計等）
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